
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 木祖村

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【　人　件　費　】
　 類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は低くなっている。集中改革プランに掲げた取組が主な要因である。今後も人件費関係経
費全体について、抑制していく必要がある。

【　物　件　費　】
　 類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支比率は高くなっている。前年度と比較し、教育費における賃金及び備品購入費の増加が主な
要因である。
　 引続き、郵送料、光熱水費、消耗品などの諸経費の徹底した節減と委託業務の内容の見直しによる経費の削減を図る。

【　扶　助　費　】
　 類似団体平均と比較すると、扶助費に係る経常収支比率は高くなっており、今後も上昇傾向が見込まれる。要因として、単独事業で実施する福祉
医療費給付施策の拡充等が挙げられることから、今後も資格審査等の適正化に努める。

【　補　助　費　】
　 補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、広域連合等の一部事務組合への分担金・負担金が構成団体数の変動等によ
り占める割合が多くなったことによる。なお、町村合併による構成団体の変動に伴う段階的な緩和措置は、平成22年度までとなっており一般経費の分
担率は徐々に上昇する。なお、平成21年度に北部クリーンセンターの地方債の償還が終了することと、南北クリーンセンターの統合により広域連合の
負担金の減額が見込まれる。
　村内の各種団体補助及び事業補助については今後も定期的に検証し、随時見直す方針である。

【　公　債　費　】
　 類似団体平均と比較すると、公債費に係る経常収支比率は低くなっている。実質的な公債費のピークは、既に過ぎているが今後も投資事業の適切
な取捨選択を行うとともに、新規発行額についても抑制を図っていく。

【　そ　の　他　】
　 類似団体平均と比較すると、その他に係る経常収支比率は上回っている。これは繰出金の増加が主な要因である。今後も、国保保険料の適正化、
上・下水道事業の独立採算の原則に立ち返った料金体系の見直しによる健全化等に努めてゆく。

【　普　通　建　設　事　業　費　】
　 普通建設事業費の人口１人当り決算額は類似団体平均よりやや低めに推移している。これは、生活基盤整備に係る過疎対策事業の計画的な実
施に伴うものである。平成22年度以降は、総合計画に掲げる施策実現のためや、また延長された過疎法により策定される過疎計画に基づく事業で
あっても大胆な事業の「選択と重点化」を図り、事業規模の縮小、段階的整備、など引き続き普通建設事業費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 426,905 128,277 140,600 ▲ 8.8
賃金（物件費） 16,213 4,872 11,255 ▲ 56.7
一部事務組合負担金（補助費等） 84,325 25,338 21,446 18.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,109 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 6,950 2,088 7,972 ▲ 73.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 7,479 2,247 3,261 ▲ 31.1
▲退職金 ▲ 36,844 ▲ 11,071 ▲ 13,871 ▲ 20.2
合計 505,028 151,751 172,773 ▲ 12.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.22 15.73 ▲ 2.51
ラスパイレス指数 96.6 91.7 4.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

374,199 112,440 123,444 ▲ 8.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 10 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 119,674 35,960 30,416 18.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

29,294 8,802 9,075 ▲ 3.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

842 253 2,426 ▲ 89.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 38 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 340,496 ▲ 102,313 ▲ 110,166 ▲ 7.1

合計 183,513 55,142 55,243 ▲ 0.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 木祖村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

266,150 75,482 ▲ 57.1 110,814 ▲ 33.0 ▲ 24.1

うち単独分 204,421 57,975 ▲ 25.4 75,612 ▲ 19.6 ▲ 5.8

325,731 94,088 24.6 145,084 30.9 ▲ 6.3

うち単独分 203,185 58,690 1.2 86,352 14.2 ▲ 13.0

379,212 110,622 17.6 115,124 ▲ 20.7 38.3

うち単独分 262,352 76,532 30.4 72,333 ▲ 16.2 46.6

326,547 97,187 ▲ 12.1 98,969 ▲ 14.0 1.9

うち単独分 284,474 84,665 10.6 58,162 ▲ 19.6 30.2

328,794 98,796 1.7 109,128 10.3 ▲ 8.6

うち単独分 241,336 72,517 ▲ 14.3 60,972 4.8 ▲ 19.1

過去５年間平均 325,287 95,235 ▲ 5.1 115,824 ▲ 5.3 0.2

うち単独分 239,154 70,076 0.5 70,686 ▲ 7.3 7.8
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